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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第49期

第２四半期連結
累計期間

第50期
第２四半期連結
累計期間

第49期
第２四半期連結
会計期間

第50期
第２四半期連結
会計期間

第49期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
７月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高（千円） 5,508,433 4,343,394 2,777,004 2,261,704 10,066,203

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
64,789 △178,904 △30,892 △63,788 △223,408

四半期（当期）純損失（△）　（千

円）
△21,416 △165,850 △43,182 △58,885 △722,177

純資産額（千円） － － 11,651,969 9,476,835 9,586,095

総資産額（千円） － － 14,664,412 12,199,281 11,970,944

１株当たり純資産額（円） － － 1,542.14 1,477.34 1,495.03

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）（円）
△2.90 △26.52 △5.86 △9.41 △99.80

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 77.4 75.7 78.1

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
572,136 △199,656 － － 436,714

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△51 326,622 － － 280,488

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△96,706 △44,632 － － △1,071,564

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 3,627,418 2,899,391 2,823,668

従業員数（人） － － 753 721 667

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、１株当たり四半期（当期）純損失であり、また潜

在株式が存在してないため記載しておりません。

３．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。
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２【事業の内容】

　当第2四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　

３【関係会社の状況】

　当第2四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 721(85)

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、嘱託を含み、人材会社からの派遣社員は除いて

おります。）は（　）内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。

２．従業員数には、光華産業有限公司の委託生産工場の人員を含んでおります。

(2）提出会社の状況

　 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 246(70)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、嘱託を含み、人材会社からの派遣社員は除いており

ます。）は（　）内に当第２四半期会計期間の平均人員を外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第２四半期連結会計期間の生産実績を製品生産の業種ごとに示すと、次のとおりであります。（単位：千円）

品目
当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

前年同期比（％）

電気機器関連   

ＡＶ機器関連

ラベル、ステッカー、パネル
709,749 94.1

ＯＡ機器関連

ラベル、ステッカー、パネル
539,527 75.0

その他電気機器関連

ラベル、ステッカー、パネル
606,043 92.7

小計 1,855,320 87.2

輸送用機器関連

ラベル、ステッカー、パネル
133,459 54.1

印刷業界関連

ラベル、ステッカー
39,309 87.9

その他

ラベル、ステッカー、パネル等
118,495 59.5

小計 291,264 59.4

合計 2,146,584 82.0

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当第２四半期連結会計期間における受注状況を製品受注の業種ごとに示すと、次のとおりであります。

品目 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

電気機器関連     

ＡＶ機器関連

ラベル、ステッカー、パネル
796,036 105.2 167,833 97.5

ＯＡ機器関連

ラベル、ステッカー、パネル
564,851 65.4 228,773 103.5

その他電気機器関連

ラベル、ステッカー、パネル
680,887 108.7 148,632 199.8

小計 2,041,775 90.9 545,240 116.6

輸送用機器関連

ラベル、ステッカー、パネル
142,348 58.7 16,349 51.6

印刷業界関連

ラベル、ステッカー
41,943 105.1 11,887 138.9

その他

ラベル、ステッカー、パネル等
174,617 76.6 45,842 116.2

小計 358,909 70.3 74,079 92.9

合計 2,400,685 87.1 619,319 113.1

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3）販売実績

　当第２四半期連結会計期間の販売実績を製品販売の業種ごとに示すと、次のとおりであります。（単位：千円）

品目
当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

前年同期比（％）

電気機器関連   

ＡＶ機器関連

ラベル、ステッカー、パネル
544,948 71.4

ＯＡ機器関連

ラベル、ステッカー、パネル
862,117 100.3

その他電気機器関連

ラベル、ステッカー、パネル
523,746 81.4

小計 1,930,812 85.2

輸送用機器関連

ラベル、ステッカー、パネル
141,077 58.5

印刷業界関連

ラベル、ステッカー
47,432 90.6

その他

ラベル、ステッカー、パネル等
142,382 65.7

小計 330,891 64.8

合計　 2,261,704 81.4

　（注）１．前第2四半期連結会計期間及び当第2四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績

の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

パナソニック株式会社 － － 263,031 11.63

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。

２【事業等のリスク】

　当第２四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第2四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績の分析

　　　①業績の状況

　　当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、わが国政府の景気刺激策の政策効果及び今春以降の中国をは　

じめとする海外需要の回復等によって、自動車や電子部品等の在庫調整が進展し、前四半期に続き景気は持ち直し　基

調にありました。しかしながら、企業の生産活動は消費及び設備投資の抑制により、依然として低い水準で推移　いた

しました。

　　印刷業界におきましても、一部に改善が見られるものの、上記の電気、自動車メーカーの在庫調整の影響及び多　品

種小ロット化や受注単価の低下等もあり、引き続き厳しい受注環境が続きました。

　　このような環境の中で当社グループは、新規事業の推進と販路拡大に向け積極的な営業活動を展開すると共に、　品

質管理の徹底やコスト削減等を推進し、業績改善に努めて参りました。

　　これらの結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は2,261百万円（前年同期比81.4％）となりました。利益面　につ

きましては、売上高の大幅な減少により、営業損失は57百万円（前年同期は25百万円の営業損失）、経常損失　は63百

万円（前年同期は30百万円の経常損失）となり、四半期純損失は58百万円(前年同期は43百万円の四半期純　損失)とな

りました。

　　　　所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。

　　　　　イ．日本

　　　　　　　国内は売上高1,795百万円(前年同期比85.9％)、営業損失は53百万円(前年同期は69百万円の営業損失)と　　　　　　なり

ました。

　　　　　ロ．アジア

　　　　　　　アジアは売上高466百万円(前年同期比67.8％)、営業利益は10百万円(前年同期比19.3％)となりました。

　　　②事業上及び財務上の対処すべき課題

　　　　当第2四半期連結会計期間において当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　　　③研究開発活動

　　　　該当事項はありません。

(2）財政状態の分析

　　　①資産、負債、純資産の状況

　　　当第2四半期連結会計期間末における総資産の残高は12,199百万円（前連結会計年度末は11,970百万円）とな　　

り、前連結会計年度末に比べ228百万円増加いたしました。これは、長期定期預金300百万円の解約等により固定　　資産

が300百万円減少いたしましたが、売上債権326百万円及びたな卸資産309百万円が増加したことによるもの　　であり

ます。

　　　負債総額は2,722百万円（前連結会計年度末は2,384百万円）となり、前連結会計年度末に比べ337百万円増加　　い

たしました。これは、主に支払手形及び買掛金等の仕入債務が391百万円増加したこと等によるものでありま　　す。

　　　また、純資産額は四半期純損失の計上及び配当金の支払により利益剰余金が209百万円減少したほか、為替換　　算

調整勘定等の評価差額金のマイナスが98百万円縮小したことにより9,476百万円（前連結会計年度末は9,586百　　万

円）となり、前連結会計年度末に比べ109百万円減少いたしました。以上の結果、自己資本比率は75.7％（前　　連結会計

年度末は78.1％）となりました。

　　　②当第2四半期連結会計期間のキャッシュ・フローの状況

　　　当第2四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、仕入債務の増加及び定期　　預

金の払戻による収入等の資金の増加がありましたが、売上債権の増加やたな卸資産の増加による資金の減少に　　より

2,899百万円（前年同期比728百万円減）となりました。

　　　当第2四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。　　　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　　　営業活動により使用した資金は、減価償却費67百万円や仕入債務の増加額386百万円等の資金の増加要因はあ　　り

ましたが、売上債権の増加額536百万円、たな卸資産の増加額250百万円等の資金の減少要因によって348百万　　円（同

545百万円減）となりました。

　　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　　　投資活動の結果得られた資金は、有形固定資産の取得による支出34百万円等がありましたが、定期預金の払戻　　に

よる収入300百万円等の増加要因により、277百万円（同316百万円増）となりました。

　　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　　　財務活動の結果使用した資金は、自己株式の取得による支出等により0百万円（同0百万円増）となりました。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第2四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2）設備の新設、除却等の計画

　　当社グループの設備投資については、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。

　　子会社の設備計画は独自に策定しておりますが、計画策定にあたっては提出会社を中心に調整を図っておりま　　

す。

　　なお、前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の改修計画についての当第2四半期連結会計期間に　お

ける重要な変更は次のとおりであり、既支払額が16百万円発生しております。

　重要な設備の改修

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

投資予定金額
資金調達方
法

着手及び完了予定年月
完成後の増
加能力総額

（千円）
既支払額
（千円）

着手 完了

　サンコウサ

ンギョウ(マ

レーシア)Ｓ

ＤＮ.ＢＨＤ

　マレーシ

ア国セラン

ゴール州

シャーラム

市

電気機器関

連

印刷用生産

設備の合理

化

200,000 16,160 　自己資金 　平成21.6 　平成22.2 10％増加
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 15,200,000

計 15,200,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年11月12日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 7,378,800 7,378,800 ジャスダック証券取引所

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式であり、

単元株式数は100

株であります。

計 7,378,800 7,378,800 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年7月1日～　

平成21年9月30日
－ 7,378,800 － 1,850,750 － 2,272,820

（５）【大株主の状況】

　 平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

　佐伯　初郎 　東京都練馬区 366 4.97

　株式会社三井住友銀行 　東京都千代田区有楽町一丁目１番２号 364 4.94

　長井　トミ 　東京都中野区 343 4.65

　鈴木　佳子 　東京都目黒区 315 4.28

　株式会社みずほ銀行

　（常任代理人　資産管理サービ

　ス信託銀行株式会社）

　東京都千代田区内幸町一丁目１番５号

　（東京都中央区晴海一丁目８番12号）
309 4.19

　鮫島　英子 　長崎県長崎市 274 3.72

　土田　精一 　東京都国分寺市 237 3.21

　小舘　雅子 　東京都杉並区 232 3.15

　三光産業取引先持株会 　東京都渋谷区神宮前三丁目42番６号 231 3.14

　第一生命保険相互会社

　（常任代理人　資産管理サービ　

ス信託銀行株式会社）

　東京都千代田区丸の内三丁目１番１号

　（東京都中央区晴海一丁目８番12号）
171 2.32

計 － 2,846 38.57

　（注）当社は自己株式1,125千株所有しておりますが、上記大株主から除いております。

　

EDINET提出書類

三光産業株式会社(E00712)

四半期報告書

 9/24



（６）【議決権の状況】

　

　　　①【発行済株式】

　 平成21年9月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
　　　　　　普通株式　

1,125,600
－

権利内容になんら限定の

ない当社における標準と

なる株式　

完全議決権株式（その他）
　　　　　　普通株式

6,249,200
62,492 同上

単元未満株式
　　　　　　普通株式

4,000
－ 同上

発行済株式総数 7,378,800 － －

総株主の議決権 － 62,492 －

　

　

②【自己株式等】

　 平成21年9月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

　三光産業株式会社
　東京都渋谷区神宮前三丁

目42番6号
1,125,600 － 1,125,600 15.25

計 － 1,125,600 － 1,125,600 15.25

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 690 650 661 959 860 750

最低（円） 650 640 601 623 850 560

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から

平成21年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半

期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責

任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,964,977 2,986,483

受取手形及び売掛金 3,089,445 2,763,154

有価証券 134,907 128,352

商品及び製品 589,993 369,439

仕掛品 111,471 132,614

原材料及び貯蔵品 359,327 248,990

その他 60,794 152,063

貸倒引当金 △4,307 △3,632

流動資産合計 7,306,610 6,777,466

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,159,629 1,184,737

土地 1,601,984 1,599,997

その他（純額） 750,388 749,839

有形固定資産合計 ※
 3,512,002

※
 3,534,574

無形固定資産

ソフトウエア 11,312 10,971

無形固定資産合計 11,312 10,971

投資その他の資産

長期定期預金 800,000 1,100,000

その他 662,806 643,696

貸倒引当金 △93,450 △95,763

投資その他の資産合計 1,369,355 1,647,932

固定資産合計 4,892,671 5,193,478

資産合計 12,199,281 11,970,944

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,972,205 1,581,116

未払法人税等 11,259 19,044

賞与引当金 161,612 168,200

その他 263,693 253,698

流動負債合計 2,408,770 2,022,059

固定負債

退職給付引当金 181,620 182,652

長期未払金 101,445 143,445

その他 30,609 36,692

固定負債合計 313,675 362,790

負債合計 2,722,446 2,384,849
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,850,750 1,850,750

資本剰余金 2,272,820 2,272,820

利益剰余金 6,433,583 6,643,209

自己株式 △981,917 △981,641

株主資本合計 9,575,236 9,785,137

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △20,953 △60,194

為替換算調整勘定 △316,145 △375,715

評価・換算差額等合計 △337,098 △435,909

少数株主持分 238,696 236,867

純資産合計 9,476,835 9,586,095

負債純資産合計 12,199,281 11,970,944
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 5,508,433 4,343,394

売上原価 4,488,417 3,654,466

売上総利益 1,020,015 688,928

販売費及び一般管理費

役員報酬及び給料手当 400,451 378,968

賞与引当金繰入額 107,788 78,565

退職給付費用 21,957 21,298

福利厚生費 83,812 77,825

貸倒引当金繰入額 1,689 1,366

その他 377,102 331,494

販売費及び一般管理費合計 992,802 889,518

営業利益又は営業損失（△） 27,213 △200,590

営業外収益

受取利息 14,915 7,424

受取配当金 5,912 5,242

受取保険金 － 10,000

為替差益 8,226 －

その他 11,739 20,028

営業外収益合計 40,793 42,695

営業外費用

為替差損 － 12,532

その他 3,217 8,476

営業外費用合計 3,217 21,008

経常利益又は経常損失（△） 64,789 △178,904

特別利益

固定資産売却益 897 587

貸倒引当金戻入額 1,418 809

特別利益合計 2,316 1,397

特別損失

固定資産処分損 331 12

投資有価証券評価損 16,687 －

災害による損失 19,148 －

たな卸資産廃棄損 6,268 －

特別損失合計 42,435 12

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

24,670 △177,520

法人税、住民税及び事業税 13,953 4,600

法人税等調整額 26,527 △8,653

法人税等合計 40,481 △4,052

少数株主利益又は少数株主損失（△） 5,605 △7,616

四半期純損失（△） △21,416 △165,850
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 2,777,004 2,261,704

売上原価 2,280,804 1,860,243

売上総利益 496,199 401,460

販売費及び一般管理費

役員報酬及び給料手当 200,652 190,320

賞与引当金繰入額 55,438 47,555

退職給付費用 9,621 9,058

福利厚生費 40,596 39,242

貸倒引当金繰入額 1,689 840

その他 213,216 171,956

販売費及び一般管理費合計 521,215 458,972

営業損失（△） △25,015 △57,511

営業外収益

受取利息 8,100 3,874

受取配当金 183 201

受取保険金 － 10,000

その他 5,546 12,265

営業外収益合計 13,830 26,341

営業外費用

為替差損 16,659 27,742

その他 3,048 4,876

営業外費用合計 19,707 32,618

経常損失（△） △30,892 △63,788

特別利益

固定資産売却益 897 587

貸倒引当金戻入額 784 359

特別利益合計 1,681 947

特別損失

固定資産処分損 331 8

投資有価証券評価損 16,687 －

災害による損失 3,148 －

たな卸資産廃棄損 4,790 －

特別損失合計 24,957 8

税金等調整前四半期純損失（△） △54,168 △62,850

法人税、住民税及び事業税 2,366 1,981

法人税等調整額 △16,982 △5,589

法人税等合計 △14,616 △3,607

少数株主利益又は少数株主損失（△） 3,630 △356

四半期純利益又は四半期純損失（△） △43,182 △58,885
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

24,670 △177,520

減価償却費 143,648 133,443

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,752 △1,032

賞与引当金の増減額（△は減少） 10,059 △6,587

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △14,000 －

役員退職慰労未払金の増減額（△は減少） － △42,000

貸倒引当金の増減額（△は減少） △5,218 △1,637

受取利息及び受取配当金 △20,827 △12,667

受取保険金 － △10,000

投資有価証券評価損益（△は益） 16,687 －

売上債権の増減額（△は増加） 648,711 △286,946

たな卸資産の増減額（△は増加） △57,456 △291,828

その他の流動資産の増減額（△は増加） △107,173 104,022

仕入債務の増減額（△は減少） △82,237 368,407

その他 17,252 12,260

小計 575,867 △212,085

利息及び配当金の受取額 20,827 12,667

保険金の受取額 － 10,000

法人税等の支払額 △24,558 △10,237

営業活動によるキャッシュ・フロー 572,136 △199,656

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 84,521 400,000

有形固定資産の取得による支出 △46,249 △87,981

その他 △38,322 14,604

投資活動によるキャッシュ・フロー △51 326,622

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △979 △275

配当金の支払額 △95,727 △43,774

その他 － △582

財務活動によるキャッシュ・フロー △96,706 △44,632

現金及び現金同等物に係る換算差額 △13,387 △6,610

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 461,991 75,723

現金及び現金同等物の期首残高 3,165,427 2,823,668

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 3,627,418

※
 2,899,391
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　　　　当第2四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　　　　　該当事項はありません。

【簡便な会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

固定資産の減価償却費の算定方法 　減価償却費の算定方法として定率法を採用している固定資産については、連

結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定しております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　　　当第2四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　　　　　該当事項はありません。

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※　有形固定資産の減価償却累計額は、4,014,472千円であ

ります。

※　有形固定資産の減価償却累計額は、3,832,470千円であ

ります。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年9月30日現在)

現金及び預金勘定 3,707,479千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △237,382千円

有価証券 157,321千円

現金及び現金同等物 3,627,418千円

　

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年9月30日現在)

現金及び預金勘定 2,964,977千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △200,494千円

有価証券 134,907千円

現金及び現金同等物 2,899,391千円

　

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　7,378,800株

　

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　1,125,604株

　

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

　

４．配当に関する事項

　配当金支払額

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年6月26日

定時株主総会
普通株式 43,774 7 平成21年3月31日 平成21年6月29日 　利益剰余金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間（自

平成21年７月１日　至平成21年９月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20

年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

　当社グループは、接着剤付きラベル、ステッカー、パネル等の特殊印刷製品の企画並びに製造販売という単一産

業区分に属する事業を行っている専門メーカーですので、当該セグメント以外に開示基準に該当するセグメント

がありません。このため事業の種類別セグメント情報の開示を省略しております。

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）

 
日本
（千円）

アジア
（千円）

計（千円）
消去又は全社
（千円）

連結（千円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 2,089,296 687,707 2,777,004 － 2,777,004

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
195,580 9,622 205,202 (205,202) －

計 2,284,876 697,330 2,982,207 (205,202) 2,777,004

営業利益又は営業損失（△） △69,791 52,277 △17,514 △7,501 △25,015

当第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）

 
日本
（千円）

アジア
（千円）

計（千円）
消去又は全社
（千円）

連結（千円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 1,795,453 466,251 2,261,704 － 2,261,704

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
406,088 13,892 419,981 (419,981) －

計 2,201,542 480,143 2,681,685 (419,981) 2,261,704

営業利益又は営業損失（△） △53,973 10,115 △43,858 △13,652 △57,511

前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年９月30日）

 
日本
（千円）

アジア
（千円）

計（千円）
消去又は全社
（千円）

連結（千円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 4,229,651 1,278,781 5,508,433 － 5,508,433

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
362,075 18,095 380,170 (380,170) －

計 4,591,727 1,296,876 5,888,604 (380,170) 5,508,433

営業利益又は営業損失（△） △125,149 154,510 29,361 △2,148 27,213

当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

 
日本
（千円）

アジア
（千円）

計（千円）
消去又は全社
（千円）

連結（千円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 3,476,283 867,110 4,343,394 － 4,343,394

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
596,673 22,847 619,520 (619,520) －

計 4,072,957 889,958 4,962,915 (619,520) 4,343,394
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日本
（千円）

アジア
（千円）

計（千円）
消去又は全社
（千円）

連結（千円）

営業損失（△） △146,484 △38,654 △185,138 △15,452 △200,590

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

アジア…………マレーシア、香港、中国

３．会計処理の方法の変更

　　　　　　前第2四半期連結累計期間

（棚卸資産の評価に関する会計基準）

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」１.（１）に記載のとおり、通常の販

売目的で保有するたな卸資産については、従来、移動平均法による原価法によっておりましたが、第１四半

期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第9号 平成18年7月5日）が適

用されたことに伴い、移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法）により算定しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第2四半期

連結累計期間の営業利益は、日本で3,862千円減少しております。

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い）

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」１.（２）に記載のとおり、第１四半

期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務

対応報告第18号 平成18年5月17日）を適用し、連結決算上必要な修正を行なっております。これによる損

益への影響は、軽微であります。
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【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）

 アジア 計

Ⅰ．海外売上高（千円） 696,384 696,384

Ⅱ．連結売上高（千円） － 2,777,004

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 25.1 25.1

当第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）

 アジア 計

Ⅰ．海外売上高（千円） 473,415 473,415

Ⅱ．連結売上高（千円） － 2,261,704

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 20.9 20.9

前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年９月30日）

 アジア 計

Ⅰ．海外売上高（千円） 1,296,728 1,296,728

Ⅱ．連結売上高（千円） － 5,508,433

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 23.5 23.5

当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

 アジア 計

Ⅰ．海外売上高（千円） 888,452 888,452

Ⅱ．連結売上高（千円） － 4,343,394

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 20.5 20.5

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

アジア……マレーシア、シンガポール、タイ国、インドネシア、フィリピン、香港、中国

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

（有価証券関係）

　 その他有価証券で時価のあるものが、事業運営において重要なものであり、かつ、前連結会計年度の末日に比べ

 て著しい変動が認められるものはありません。

（デリバティブ取引関係）

　通貨関連のデリバティブ取引は事業の運営において重要なものであり、かつ、前連結会計年度の末日に比べて著し

い変動が認められるものはありません。

　

（ストック・オプション等関係）

　　　　　該当事項はありません。　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 1,477.34円 １株当たり純資産額 1,495.03円

２．１株当たり四半期純損失金額等

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額 2.90円

　　なお、潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額は、　１

株あたり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在　しない

ため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額 26.52円

　　なお、潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額は、　１

株あたり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在　しない

ため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

四半期純損失（千円） 21,416 165,850

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（千円） 21,416 165,850

期中平均株式数（千株） 7,363 6,253

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額 5.86円

　　なお、潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額は、　１

株あたり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在　しない

ため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額 9.41円

　　なお、潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額は、　１

株あたり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在　しない

ため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

四半期純損失（千円） 43,182 58,885

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（千円） 43,182 58,885

期中平均株式数（千株） 7,362 6,253

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

（リース取引関係）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年3月31日以前のものについては、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行なっており、当第2四半期連結会計期間におけるリース取引残高が前

連結会計年度末に比べて著しい変動が認められるものはありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年11月13日

三光産業株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任
社員
業務執行社員

 公認会計士 戸塚　輝夫　　印

 
指定有限責任
社員
業務執行社員

 公認会計士 鳥羽　正浩　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三光産業株式会社の

平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、三光産業株式会社及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政状態、同

日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半　

期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年11月12日

三光産業株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任
社員
業務執行社員

 公認会計士 大津　素男　　印

 
指定有限責任
社員
業務執行社員

 公認会計士 鳥羽　正浩　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三光産業株式会社の

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、三光産業株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状態、同

日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半　

期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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